
- 1 -

社会保険庁改革についての意見

２００８年２月２５日

自 由 法 曹 団

〒 112-0002 東京都文京区小石川２－３－２８

ＤＩＫマンション小石川２０１号

ＴＥＬ ０３－３８１４－３９７１

ＦＡＸ ０３－３８１４－２６２３



- 2 -

社会保険庁改革についての意見

２００８年２月２５日

年金業務・組織再生会議 御中

自 由 法 曹 団

はじめに

2007 年 6 月 30 日、社会保険庁改革関連法が成立した。現在、年金業務組織・再

生会議は、年金への不信の原因を社会保険庁職員のみに原因があるとの前提で、社

会保険庁の解体・民営化を進め、健康保険協会希望者の集計・希望者の調整 ・決

定が行われている。

しかし、この社会保険庁改革関連法は、（１）年金記録の杜撰な管理の責任をあ

いまいにしたまま公的年金制度が崩壊するおそれがあり、（２）政府の政策の不備

を職員個々人に転嫁するものであり、（３）職員選別採用と分限免職をもって解体

を推進しようとするものであり、（４）職員の重大な人権問題でもある。

そこで自由法曹団は、国民のための公的年金を擁護する立場から、年金記録の管

理の責任を明確にした上で、政府の責任において責任をもって公的年金制度の整備

が示されるまで、社会保険庁改革関連法にしたがった組織改編を凍結することを求

めるものである。
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１ 「年金記録問題」の真相・・・制度創設以来の杜撰な管理のツケ

年金記録問題の原因について、再生会議は、あたかも社会保険庁の組織と職員

に全責任があるかのような主張をしている。しかし、制度創設以来、年金保険料

は杜撰な管理が続いてきており、しかも適正に管理できるだけの人員体制も整え

られてこなかったし、管理システムも頻繁に変わり、変わる都度に新たな管理漏

れを生じてきた。これは、歴代政府の責任である。

年金のいわゆる「旧台帳」については、1958（昭和 33）年の行政管理庁（現

・総務省）監察ですでに「整備はなお完全なものとは認められない」「氏名、生

年月日、資格取得年月日等の誤謬」「資格期間および標準報酬月額の誤計算」が

あると指摘されていた。1957（昭和 32）年 7 月 1 日以降の被保険者の「パンチ

カードシステム」は膨大で煩雑な作業の中で破綻した。

1962（昭和 37）年以降の IBM 電子計算組織導入で磁気テープ収録方式になっ

ても漢字のカナ氏名への置き換えなどで「宙に浮いた年金」の大きな要因となっ

た。1970（昭和 45）年から 1977（昭和 52）年にかけての磁気テープ化によって

も約 1754 万件についてはマイクロフィルムへの収録管理となりこれも「宙に浮

いた年金」となった。1962（昭和 37）年から電子計算機による整理・統合作業

も行われたが、番号や生年月日などが相違してデータが統合されず、また喪失漏

れ取得漏れにより記録が繋がらないなどの「事故記録」が大量に発生した。

1961（昭和 36）年に施行された国民年金制度は、加入・脱退や保険料徴収な

どの基本的な業務は市町村が行い、その後社会保険庁で集中処理が行われるよう

になったが、カナの附されていない台帳の問題や、市町村からの納付記録の転記

ミス等もあった。1997（平成 9）年の基礎年金番号導入時点では、約 3 億件の年

金番号が交付され、順次統合作業が行われているが、現在約 5 千万件が未統合と

なっている。

国民の大切な年金に関する記録を正確に作成し、保管・管理するという組織全

体としての機能がはたされなかった原因には、国民年金、厚生年金、共済組合な

ど制度ごとに管理・運営されていたことや、機械化に伴う切替上の問題など、歴

史的・組織的背景を持った複合的要因がある。年金制度の根幹に関わる重要な事

務である記録の管理に、十分な予算や人員が措置されてこなかったことも、史実
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から明らかである。社会保険庁や厚生労働省の責任はもとより、歴代政府の責任

こそ重いのである。

２ 確保されてこなかった記録管理に必要な人員体制

再生会議は、社会保険庁職員を現行よりさらに減らす方針であり、民営化によ

り新たなシステムを導入すればこれが可能であるかのように主張している。しか

し、すでに見た通り、現在の年金記録の問題は、システムの誤作動などではなく、

バラバラなデータが長年にわたり統合されないで来たこと、「宙に浮いた」年金

は、記録の入力段階でのさまざまな問題が原因となっており、正確な記録に基づ

くデータ作成そのものに大きな困難がある。そうである以上、当面の年金記録の

問題を解決するには、これまでの年金実務に熟達した職員によって正確なデータ

が入力されるまで責任を持つことが必要であり、そのための体制確保こそ必要で

ある。ところが、社会保険庁には必要な人員体制が確保されず、かえって実務的

な見通しも欠いたまま人員削減が行われてきている。このような事態をあらため

ない限り、どれだけシステムを工夫しても問題は解決しない。

（１）2000 年地方分権一括法により担当者は大幅減員

2000 年 4 月施行のいわゆる地方分権一括法の中で、国民年金に関する社会

保険関係事務は国の直接執行事務として社会保険庁が一元的に実施することと

された。しかしその際、次の通り大幅な減員が行われた。

国 市町村

保険料収納＋嘱託 届出の受理等

2001 年度 5656 名 7300 名＋ 2700 名 3900 名

2002 年度 5863 名 1858 名

この点については国会でも「国民年金の仕事が機関委任事務という形で発足

をした昭和 36 年当時でも、国が直接やったら 5 万 5 千人の人が要るんだとい

うようなことで、そんなばかげたことはできないから、市町村に協力をいただ

いてやっていくんだということでこの制度そのものが発足をしている」（2001

年 6 月 4 日行政改革に関する特別委員会・桑原質問）と指摘されている。

（２）拡大する定員割れ
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社会保険庁の定員数は、1 万 7 千人台で推移しているが、退職者が相次ぎ、

既に数百名規模で定員割れとなっており、2007 年末でさらに定員割れが進ん

でいるとされている。このように、1961（昭和 36）年以降、一度たりとも国

民の年金の管理に必要な体制は確立してこなかったし、人員もあてられてこな

かった。

３ 歴代政府の失政を職員に転嫁する社保庁改革のねらい

歴代政府の失政を職員に転嫁しようとする社会保険庁改革のねらいは、収納業

務（例・クレジットカード利用）、膨大に保有する国民の所得に関する個人情報

の活用に関する業務、保険料資産運用業務など、財界が公的年金の民営化そのも

のにより商機の拡大を企図しようとするところにある。

たとえば、すでに市場化テストモデル事業として民間事業者が参入した厚生年

金などの適用促進事業について経済界は「コストと旨み」として「別事業との兼

任者が空き時間を利用し、掛け持ちで事業を手掛ける形になると見られる」「債

権回収会社を始めとする関連業者は、当然、入札に参加すべきだろう」などとし

ている（日経ＢＰ社「パブリックビジネス・リポート」2005 年 5 月号）。

各地で公務への参入をはかる LEC 東京リーガルマインドは、社会保険事務所

の業務全体の一括的な民間委託を提案し、「委託を受けた民間事業者が多方面か

ら情報（住民基本台帳や登記簿、公共職業安定所の情報等）を収集し、年金未納

者や未加入者を出来る限り正確に捕捉するとともに、これらの個人・事業所に対

して請求し、支払わない場合は、必要に応じ差し押さえを実行します」などと、

権力まで付与することを要望している（2004 年 11 月 30 日付）。

民間事業者が営利目的で権力行使を可能にすることには、個人情報保護の上で

も権力行使に関してもおおいに問題が生じるおそれがある。

４ 国民のための公的年金制度の確立のために

（１）年金記録管理の問題点の慎重な議論を

すでに見たとおり、年金記録の問題は、現在の職員の責任のみに解消できる

ものではない。もし、真の原因についての慎重な議論を経ないままで、組織を
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改変し一部の職員を免職するようなことがあれば、年金記録問題の改善や解決

はもたらされない。かえって、現状よりも記録管理が悪化するおそれさえある。

（２）十分な予算・体制により専門性と継続性のある業務運営を

「年金記録問題検証委員会」最終報告は、今後の教訓として、組織及び業務

の管理・運営に関してガバナンスを確立するとともに意識改革・業務改革の推

進、適切な人材を養成・確保するとともに職員の一体感の醸成、誤りを発見・

是正していく仕組みの構築、職員団体と適切な関係を保つことなどの改革の推

進をあげている。

しかし、2010（平成 22）年 1 月に設立される「日本年金機構」は、業務運

営をバラバラに解体し、多くを民間に委託するものとなっている。公的年金は、

50 年から 60 年にわたる長い間の加入・納付記録などの適正な管理が求められ

る。また、幾多の改正・経過措置が設けられる中で、正確に理解し運営するに

は、専門性の蓄積が必要であり、かつ、継続性の確保も必要である。

このような業務の運営を、競争入札によって民間に委ね、しかも数年に 1 回

ずつ担当する事業者や従業員が交代することになれば、国民のための公的年金

制度の確立に逆行することは明らかである。

国民生活の格差と貧困が拡大する中で、老後生活の基盤である公的年金の拡

充を求める国民の声はますます強くなっており、国の責任により、必要な予算

と人員を配置して、専門的知識を蓄積した継続性のある体制によって制度と業

務を運営することは、国民の安心できる公的年金制度の確立の上で最低限必要

なことである。

（３）制度改善の国民的論議を

日本の年金制度は、保険料積立機能による戦費調達が主要な目的であったこ

となどから、原則として 25 年という長期の保険料納付を必要としている。こ

れは世界にも例のないことで、無年金者の発生にもつながっている。したがっ

て、国民の年金権保障の観点からは、加入期間の短縮を実現すべきとの意見も

強い。また、公的年金制度は、人々の老後の生活を支える大切な制度であり、

現在と将来の無年金・低年金者の問題と、それをつくりだしている制度の欠陥

や年金不信を解決するためには、全額国庫負担による最低保障年金制度を実現

すべきであるとの意見も強い。
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いま求められることは、このような国民に信頼される公的年金制度の制度設

計を国民的論議の中で進め、国民的合意をつくることである。

５ 年金管理体制の欠陥を職員に転嫁する

社会保険庁解体は許されない

社会保険庁改革関連法は、このような公的年金確立のための方向とはまったく

異なる、社会保険庁の解体・民営化を進めようとしている。「全国健康保険協会」

（2008 年 10 月）および「日本年金機構」（2010 年 1 月）という新たな非公務員

型の公法人が設立して業務は引き継ぐが、職員の引継ぎ規定はない。かつての国

鉄分割・民営化同様に、選別採用を行う枠組みが形作られている。自民党は国会

審議の中でも「社会保険庁の職員が漫然と新組織に移行するようなことはあって

はならない」「分限免職を発動すべきだ」などと強調している。

国家公務員法第 75 条には職員の身分保障が規定され、安易に分限免職は行え

ない。中央省庁再編での組織再編や独立行政法人等の新たな法人設立、また郵政

民営化にあたって雇用承継措置が設けられたが、これは国家公務員は「全体の奉

仕者」として、政治家や業者などの圧力に対し公正・公平な行政運営が求められ

ること、また、労働基本権が制約されていることなどがある。国家公務員法第 78

条では、①勤務実績がよくない②心身の故障③必要な適格性を欠く④定員の改廃

や予算減少などを理由に免職や降任を行うことができるとされているが、この場

合も第 75 条の身分保障規定が基本となり、任命権者として免職回避の努力を尽

くさないことは違法である。

民間における解雇権濫用法理と整理解雇規制に即してみるならば、①すでに社

会保険業務は大幅な定員割れであり、国民の公的年金の適切な管理にはさらに人

員体制の充実が求められているのであり、人員削減の必要性自体がまったくない。

②公的年金管理の問題が政府の責任にある以上、現在の職員の選別採用や分限免

職という手段を採ること自体が失当である。③法令の知識と経験を有する職員を

排除して公的年金の管理が向上する可能性はなく、年金記録問題の真相も個々の

公務員の不祥事なのではない以上現在の社会保険庁職員を職場から排除する正当

性はない。④年金記録管理についての歴代政府の責任についての明確な説明と職



- 8 -

員団体との協議はつくされていない。

社会保険庁職員に対する選別採用や分限免職は法令上もとうてい許されないも

のである。

６ 終わりに

（１）原因解明まで執行を凍結し政府の責任を明確にした改革論議を

今もっとも急ぐべきことは、年金記録問題を発生させた原因を歴史的に徹底

的に解明し、年金記録問題についての歴代政府の責任を明確にし、責任を職員

にのみ押しつけるという問題のすりかえをやめることであり、記録問題の真の

原因の解明と改善・解決策の一致をみるまでは、社会保険庁改革関連法の執行

を凍結すべきである。

（２）違法無法が横行する社会保険庁職場の改善は急務

社会保険庁は 07 年 11 月 16 日、職員課長が人事院から呼び出しを受け、社

会保険職場の実態改善について、職員からの相談や職員団体からの要請等が相

次いでいることから、「勧告ではないが、長時間労働や心身の健康に配慮する

こと。特に若年層については不安がないよう勤務時間等の徹底をするように」

と 2 度目の指導を受けた。社会保険庁改革の名の下ここ数年来、異常な状況に

ある職場実態の中で、年金記録管理問題ともあいまって、時間外、休日出勤が

常態化し、健康及び福祉にとって憂慮すべき事態が生じている。特に日々の過

酷な勤務実態と合わせ、組織の廃止・解体にともなって将来不安が強まり、30

代から 40 代の退職が急増している。同時に、退職者の補充は、現状では社会

保険職場を希望する名簿搭載者がまず存在しないため、新規採用が行えず欠員

で放置され、職員の勤務条件をいっそう過酷なものにしている。こうした現状

を一刻も早く改善することが必要である。

以 上
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【参考・年金管理の変遷】

〔年金制度〕 〔厚生年金の記録管理〕 〔国民年金の記録管理〕

1942 労働者年金保険法施行 手作業の紙台帳 ・・・

（44 厚生年金保険法に名称変更）

1954 厚生年金保険法全面改正

1957 紙管理＋パンチカード

中央一元管理

1959 国民年金法施行

1961 拠出制国民年金発足 手作業の紙台帳

（皆年金・通算制度創設）

1962 紙管理＋磁気テープ

中央一元管理

1965 紙管理＋磁気テープ

中央一元管理

1984 オンライン

中央一元管理

1986 基礎年金制度の導入 オンライン

中央一元管理

1997 基礎年金番号による

加入記録の一元管理

2002 市町村から国に移管

（１）49年前の行政監察でも指摘されていた記録問題

「旧台帳」について 1958（昭和 33）年に行政管理庁（現・総務省）が行っ

た監察ですでに「戦時戦後の混乱期における被保険者台帳を整備するため、既

に長年月に亘り、多数の臨時職員と多額の費用を費やして、一応作業を終了し
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ているが、整備はなお完全なものとは認められない」「これら台帳の中には、

氏名、生年月日、資格取得年月日等の誤謬、あるいは資格期間および標準報酬

月額の誤計算が発見せられている」と指摘される。

労働力・兵力の確保、戦費調達などを主要目的にスタートした日本の年金制

度は、保険料徴収業務が優先され、記録管理業務は後景に置かれてきたのであ

り、制度の出発点から、一度もまともに完全に管理されたことはなかった。

（２）膨大な記録の中で破綻したパンチカードシステム

1957（昭和 32）年 7 月 1 日以降の被保険者に「パンチカードシステム」が

スタートしたが、アメリカ製機械への入力は漢字やカナを全て数字に置き換え

なければならないもので、台帳カードと氏名索引カードが別々に作成され、取

得・喪失、変更など記録事項 1 件について 1 枚作成することから、台帳カード

は膨大なものとなり、被保険者が約 1000 万人であった 1961（昭和 36）年で約

6500 万枚に及んだ。作成された台帳カードは、各種機械によって配列・抽出

などが行われたが、極めて煩雑な作業の繰り返しであった。

膨大な年金記録の整備は試行錯誤の連続で、長年にわたりミスの原因を積み

重ねてきたことを、「今日およびこれから先、だんだん顕在化してトラブルの

もとになる」と 40 年前に当時の責任者が指摘していた。

（３）氏名（資格喪失者）については社保庁が独自にカナ変換

1962（昭和 37）年、IBM 電子計算組織が導入され、さん孔紙テープを入力

媒体とした磁気テープ収録方式に切り替えられたが、漢字氏名の入力は 1979

（昭和 54）年まで数字符号化方式が続けられ（東京・沖縄を除く）パンチカ

ードシステムにより作成された台帳カードも順次磁気テープに収録され、それ

まで個人ごとにバラバラに管理されていた被保険者記録が、初めて統合（原簿

テープ）されることになった。

氏名索引システムには、現存の加入者については 1979（昭和 54）年の「算

定基礎届」（年 1 回全加入事業所が提出）によりカナ氏名を収録したが、資格

喪失者については、正確な読みガナを確認する手立てがなく、社会保険庁が漢

字の姓及び名単位に一般的な読み方に変換する「漢字カナ変換辞書」を開発し、

カナ氏名に置き換えた。これも、「宙に浮いた年金」の大きな要因として指摘

されている。
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（４）一部しか磁気テープ化されなかった旧台帳

社会保険事務所から移管された 1957（昭和 32）年 7 月までの旧台帳は、紙

台帳のまま別途管理されていたが、年々増加する裁定処理等に対処するために

は非効率であり、また紙台帳そのものが戦前戦後の物資不足時代に作られたも

ので損耗が激しいことから、1970（昭和 45）年から 1977（昭和 52）年にかけ

て磁気テープ化され、電子計算機で管理する原簿テープに順次収録された。し

かし、1954（昭和 29）年 4 月 1 日以前の喪失者で 1959（昭和 34）年 3 月 31

日までに再取得のない比較的使用頻度の低い喪失台帳約 1754 万件については、

マイクロフィルムに収録して管理することとされたことから、この記録も「宙

に浮いた年金」となっている。なお、その後の年金裁定や期間確認などにより、

約 1430 万件に減少している。

（５）統合による膨大な事故記録の発生

紙台帳、パンチカードシステムによる台帳カード、そして原票方式により作

成された記録は、1962（昭和 37）年から電子計算組織による記録管理となり、

同時に、磁気テープ化された個人個人の記録を歴史的な相関関係等を精査し、

被保険者台帳記号番号順に整理・統合する作業も行われ、以降、各社会保険事

務所から送付された記録も順次統合されるようになった。

しかし、台帳記号番号、事業所整理記号番号、生年月日などが相違するため

にデータが統合されない、また、喪失漏れ、取得漏れがあって記録が繋がらな

いなど、いわゆる「事故記録」が大量に発生している。こうした事故記録は、

社会保険事務所への照会等により補正し再統合が行われたが、1987（昭和 62）

年の最終統合までに 862 万件発生した事故記録は、多くは正しい記録に統合さ

れたと思われるが、膨大な事故リストの調査は、十分なものではなく「宙に浮

いた年金」の可能性も指摘されている。

（６）国民年金行政

1961（昭和 36）年に施行された国民年金制度は、加入、脱退や保険料徴収

などの基本的な業務は市町村が行い、資格記録や保険料納付記録を社会保険事

務所に送付し、社会保険事務所は「国民年金被保険者台帳」を作成し管理する

ものだった。

その後社会保険庁で資格記録を一元的に管理するため、1965（昭和 40）年
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年から、被保険者台帳の内容をさん孔タイプライターにより作成された紙テー

プで社会保険庁へ送付し、電子計算組織により集中処理が行われるようになっ

た。また、保険料については、市町村から報告のあった納付記録に基づき納付

台帳が作成されていたが、1968（昭和 43）年から納付記録についても、「紙テ

ープ」により社会保険庁へ送付することになった。国民年金については、発足

時から加入届の氏名にカナを記載するシステムとなっていることから、原則と

して氏名漏れはないが、カナの附されていない台帳については、一般的な読み

カナを入力したと言われている。さらに、市町村から報告のあった納付記録の

転記ミス等も指摘されている。

このように国民年金行政は、市町村と社会保険事務所で同様な台帳を作成・

保管するなど実態として二重行政で責任の所在も曖昧との指摘があった。なお、

国民年金の全国オンライン化は 1985（昭和 60）年に完成し、以降データは各

社会保険事務所から直接入力されている。2000（平成 12）年の地方分権一括

法の成立により、現在は国の直接事務として社会保険事務所が執行している。

（７）基礎年金番号の導入と過去記録の整理

公的年金は、国民年金、厚生年金、船員保険、そして共済組合とそれぞれの

制度ごとに管理・運営され、1997（平成 9）年の基礎年金番号導入時点では、

約 3 億件の年金番号が交付されていたが、加入者への資格記録の通知や、事前

の請求案内など国民の年金権を確保することなどを目的に、約 1 億人に対し各

制度共通の基礎年金番号が交付された。その結果、基礎年金番号に統合されな

い記録が約 2 億件発生したが、その後、名寄せや本人照会などの社会保険庁の

「過去記録の整理」が年次計画により行われ、現在約 5 千万件が未統合となっ

ている。


